
















































































































































































































































































































































卸売業→製造業 1,885憶円（1.88%） 1,139億円（1.12%） 990億円（0.97%）
















































































































2001年度 235.5（22％） 10.4（4％） 4.3（2％）   52.2（22％） 41.8（18％）
2002年度 260.2（23％）   8.0（3％） 6.7（3％）   74.4（29％） 52.3（20％）
2003年度 261.6（23％） 10.5（4％） 5.4（2％）   81.2（31％） 48.0（18％）
2004年度 260.4（23％） 12.1（4％） 3.7（1％）   82.1（32％） 59.5（23％）
2005年度 262.9（23％） 12.2（4％） 4.4（2％） 102.8（39％） 68.5（26％）
2006年度 262.0（23％） 12.4（5％） 5.8（2％） 103.8（40％） 77.1（29％）





















2001年度 463.8（42％） 21.0（4％） 37.3（8％） 277.3（60％） 231.6（50％）
2002年度 483.4（43％） 33.4（6％） 19.2（4％） 351.4（73％） 288.6（60％）
2003年度 487.0（43％） 22.3（4％） 15.2（3％） 378.9（78％） 314.1（65％）
2004年度 489.8（43％） 23.5（5％） 23.4（5％） 380.3（78％） 320.6（65％）
2005年度 494.6（44％） 24.1（5％） 17.6（4％） 422.1（85％） 376.2（76％）
2006年度 494.7（44％） 26.5（5％） 21.0（4％） 422.9（86％） 374.5（76％）





















2001年度 72.4（7％） 2.7（4％） 0.2（0％） 26.1（36％） 21.0（29％）
2002年度 74.6（7％） 2.3（3％） 0.5（1％） 34.0（46％） 24.5（33％）
2003年度 74.0（7％） 2.7（4％） 0.5（1％） 35.5（48％） 31.1（42％）
2004年度 75.1（7％） 4.8（6％） 1.2（2％） 39.8（53％） 26.6（35％）
2005年度 74.4（7％） 3.1（4％） 0.8（1％） 50.5（68％） 43.2（58％）
2006年度 74.3（7％） 3.2（4％） 1.5（2％） 50.9（68％） 43.5（59％）














































2001年度 3203（29％） 128（4％） 50（2％） 390（12％） 291（9％）
2002年度 3132（28％） 81（3％） 60（2％） 461（15％） 260（8％）
2003年度 3122（28％） 124（4％） 75（2％） 593（19％） 337（11％）
2004年度 3104（27％） 110（3％） 47（2％） 770（25％） 377（12％）
2005年度 3043（27％） 116（4％） 138（5％） 910（30％） 421（14％）
2006年度 3042（27％） 124（4％） 83（3％） 932（31％） 473（16％）

























































業　種 目標値 2011年度 2010年度 2009年度
食品産業計 設定されていない 84% 82% 81%
食品製造業 85% 95% 94% 93%
食品卸売業 70% 57% 53% 58%
食品小売業 45% 41% 37% 36%























































































































3）　http: / /www.fao.org/docrep/014 /mb060e/
mb060e00.pdf
4）　コンビニエンスストア最大手「セブン－イレ
ブン・ジャパン」から、販売期限の迫った食品
を値引きする「見切り販売」を妨害されたとし
て、北海道、大阪府、兵庫県の加盟店主4人が
同社に計約1億4,000万円の損害賠償を求めた
訴訟の判決で、東京高裁は30日、計約1,100万
円の支払いを命じた。斎藤隆裁判長は「加盟店
の合理的な経営判断の機会を失わせた」と指摘
した。見切り販売を巡っては公正取引委員会が
2009年6月、独占禁止法違反（優越的地位の乱
用）で同社に妨害を禁じる排除措置命令を出し、
命令後は販売が実施されている。加盟店主側は
同年9月に提訴し、「契約上は自由に価格設定
できるのに、弁当などを値引き販売しないよう
指示された」と訴えていた。
　　2013年8月31日　毎日新聞
5）　弘前市、青森市、盛岡市、仙台市、秋田市、
山形市、米沢市、若松市（現在は会津若松市）、
水戸市、宇都宮市、前橋市、高崎市、東京市、
横浜市、新潟市、富山市、高岡市、金沢市、福
井市、甲府市、長野市、岐阜市、静岡市、名古
屋市、津市、四日市市、大津市、京都市、大阪
市、堺市、神戸市、姫路市、奈良市、和歌山市、
鳥取市、松江市、岡山市、広島市、赤間関市
（現在は下関市）、徳島市、高松市、丸亀市、松
山市、高知市、福岡市、門司市（現在は北九州
市）、小倉市（現在は北九州市）、久留米市、佐
賀市、長崎市、熊本市、鹿児島市の52都市。
6）　衆議院　第19回国会　制定法律の一覧   
http://www.shugiin.go.jp/itdb_housei.nsf/html/
houritsu/01919540422072.htm
7）　焼却炉の残灰などの「燃え殻」、排水処理後
および各種製造業生産工程などで排出された
「汚泥」、鉱物性油や動植物性油などの「廃油」、
廃硫酸や廃塩酸などの「廃酸」、廃ソーダ液や
金属せっけん廃液などの「廃アルカリ」、合成
樹脂くずや合成ゴムくず（廃タイヤを含む）な
どの「廃プラスチック類」、生ゴムや天然ゴム
くずなどの「ゴムくず」、鉄鋼または非鉄金属
の破片などの「金属くず」、ガラス類や製品の
製造過程等で生ずるコンクリートくずなどの
「ガラスくず、コンクリートくずおよび陶磁器
くず」、鋳物廃砂や電炉等溶解炉かすなどの
「鉱さい」、工作物の新築や除去により生じたコ
ンクリート破片などの「がれき類」、産業廃棄
物焼却施設などにおいて発生するばいじんであ
って集じん施設によって集められたものである
「ばいじん」、パルプ製造業や出版業などから生
ずる「紙くず」、木材・木製品製造業やパルプ
製造業などから生ずる「木くず」、衣服その他
繊維製品製造業以外の繊維工業から生ずる「繊
維くず」、食料品・医薬品・香料製造業から生
ずる「動植物性残さ」、と畜場において処分し
た獣畜や食鳥処理場において処理した食鳥に係
る「動物系固形不要物」、畜産農業から排出さ
れる「動物のふん尿」、畜産農業から排出され
る「動物の死体」の19種類と以上の産業廃棄
物を処分するために処理したもので、上記の産
業廃棄物に該当しないもの（例えばコンクリー
ト固型化物）の20種類である。
8）　「燃えやすい廃油」、「pH2.0以下の酸性廃液」、
「pH12.5以上のアルカリ性廃液」、「感染性病原
体が含まれるか、付着しているか又はそれらの
おそれのある産棄廃棄物」、「廃 PCBおよび
PCBを含む廃油」、「PCBが付着もしくは封入
されたPCB汚染物」、「廃PCB等またはPCB汚
染物を処分するために処理したPCB処理物」、
「廃石綿等」、「水銀やカドミウム、鉛、六価ク
ロム、砒素などの有害産業廃棄物」
9）　食品リサイクル法第2条第1項において「食
品」とは、飲食料品のうち薬事法に規定する医
薬品及び医薬部外品以外のものを指すと定義し
ている。
10）佐藤康一郎（2001）「パンのPLCと商品政策
に関する考察 ―売り切り型短命商品の展開―」、
日本商品学会『商品研究』51巻1・2号など
― 104 ―
専修大学社会科学年報第 48 号
11）返品削減ＷＧ報告書「返品削減に向けた取り
組みの進捗について」2013年7月12日   
http://www.dsri.jp/forum/pdf/henpinWG.pdf
12）食品残渣飼料を利用する養豚農家を訪問する
と、肉質を安定させるために決まった時期に、
決まった方法で、決まった期間だけ、食品残渣
飼料を活用したいという声を耳にする。そのよ
うな環境では、給餌する食品残渣飼料の品質が
安定していることがとても重要となる。食品製
造業者から排出される食品廃棄物は定量確保し
やすく、比較的少品種であるため管理が容易と
なるが、弁当や総菜など加工の進んだ食品廃棄
物は定量確保が難しく、比較的多品種となるた
め、活用しづらい傾向にある。
13）東京二十三区清掃一部事務組合　なお、2013
年9月30日までは1kgあたり14.5円（税込み）
であった。   
http://www.union.tokyo23-seisou.lg.jp/kanri/kanri/
mochikomi/tesuuryou/oshirase.html
14）主な改正点は、食品関連事業者に対する指導
監督の強化、食品関連事業者の取組みの円滑化、
その他（再生利用等に「熱回収」を追加、主務
大臣が意見を聴く審議会に「中央環境審議会」
を追加）の3つである。
15）「畜産食料品製造業」、「水産食料品製造業」、
「野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業」、
「調味料製造業」、「糖類製造業」、「精穀・製粉
業」、「パン・菓子製造業」、「動植物油脂製造
業」、「その他の食料品製造業」、「清涼飲料製造
業」、「酒類製造業」、「茶・コーヒー製造業」、
「農畜産物・水産卸売業」、「食料・飲料卸売業」、
「各種食料品小売業」、「野菜・果実小売業」、
「食肉小売業」、「鮮魚小売業」、「酒小売業」、
「菓子・パン小売業」、「その他の飲食料品小売
業」、「飲食店」、「持ち帰り・配達飲食サービス
業」、「沿海旅客海運業」、「内陸水運業」、「結婚
式場業」及び「旅館業」の27業種
16）農林水産省　プレスリリース「平成23年度
食品廃棄物等の年間総発生量及び食品循環資源
の再生利用等実施率について」   
http://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/kankyoi 
/130617.html
17）2013年4月19日　日本経済新聞朝刊、2013
年7月7日　日本経済新聞朝刊
